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研究成果の概要（和文）：津波の発生を事前に予知することは難しいが、発生後の変動を観測することで、陸上
に被害が及ぶ前に観測データに基づく予測を行うことは可能である。このようなリアルタイム予測において「正
確度」と「精度」を同時かつ定量的に推定する手法を開発し、現地適用性を検討した。東京湾内の港湾を対象に
想定される3種類の津波が作用した場合の予測性能を検証し、手法の有効性を確認した。さらに津波波源から遠
く離れた地域における津波波形の高精度予測を可能とするため、津波伝播シミュレーションプログラムの並列化
を実施し、高い精度の予測を実用的な計算時間で実施可能とした。

研究成果の概要（英文）：It is difficult to predict the occurrence of tsunamis in advance, but there 
is a possibility to make a prediction based on offshore tsunami observation even before tsunami 
attack on land. Regarding such real-time forecasting, we have developed a method for quantitative 
estimation of the accuracy and the precision simultaneously. This method was evaluated through the 
application to the Tokyo Bay in cases of three scenario tsunamis. The estimation results show good 
agreements with the given scenarios. Furthermore, parallelization of tsunami propagation simulation 
program was implemented to enable highly accurate prediction of tsunami waveforms in areas far from 
the tsunami source. The implementation made it possible to conduct the far-field tsunami simulation 
with high accuracy in a practical computation time.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
津波の予測において、その予測が過大あるいは過小である可能性は常に存在する。したがって予測情報の活用に
あたっては、その推定値の「正確度」と「精度」を適切に把握することが重要である。本研究ではこれらを推定
可能な手法を提案するとともに、現実的な地形条件・観測条件・想定津波波源を用いた検証によりその有効性を
確認しており、学術的に重要である。さらに遠地津波予測においても、高い精度の波形予測計算を実用的な時間
で演算可能なプログラムを開発した。これらは実際の予報業務への適用も期待される重要な成果である。
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１．研究開始当初の背景 

 

津波の発生を事前に予知することは難しいが、発生後の変動を観測することで、陸上に被害が
及ぶ前に観測データに基づく予測を行うことは可能である。このようなリアルタイム予測はす
でに一部実用化されているが、その予測について「正確度」と「精度」を明確に区別し、定量
的に扱った研究はこれまでなかった。両者を同時かつ定量的に推定する手法がそもそもなかっ
たのである。研究代表者は研究開始以前に、階層ベイズモデルを用いてこれらを同時に推定す
る手法の開発に成功しており、これを更に高度化し、実際の浸水予測への適用性を検討するこ
とが重要な課題となっていた。 

 

２．研究の目的 

 

研究代表者らが開発した、階層ベイズモデルによる津波予測手法を応用し、限られた観測デー
タを駆使して、科学的にどこまで正確で精度の高い予測が可能であるのかを定量的に明らかに
し、さらに現在最先端の手法を組み合わせることで、予測の正確度と精度を飛躍的に高めるこ
とを目的とした。 

 

３．研究の方法 

本研究では階層ベイズモデルと呼ばれる統計モデルを用いた。予測問題にこの階層ベイズを
適用する場合にその理解の手助けとなる概念が「正確度（Accuracy）」と「精度（Precision）」
である。これらは主に測定の分野で使われる用語である。「正確度」は、その値が「真値」に近
い値であることを示す尺度であり、偏り（bias）あるいは系統誤差（systematic error）の小さ
さを表す。一方「精度」は、複数の計測値の間のばらつきの小ささの尺度であり、偶然誤差
（random error）の小ささを表す。図 1 はその概念図である。正確度と精度は予測についても
同様に定義でき、予測の良さを定量的に評価する重要な尺度である。しかしながら、津波の予
測においてこれら「正確度」と「精度」を同時に推定する手法がこれまで無かった。一般に、
正確度を上げようとすると精度が低下し、精度を上げると正確度が下がる。両者の最適なバラ
ンスを客観的に求める方法を与えるのが本研究で用いる階層ベイズモデルである。高川（研究
代表者）らは津波予測研究に階層ベイズモデルを応用し、津波予測の正確度と精度を同時かつ
定量的に推定する手法の確立に成功した（高川・富田，2014）。この研究では、ベンチマーク
となる一様水深地形・矩形断層の一様すべりによる津波を対象に数値実験を行い、同時推定手
法の有効性を検証した。検証の結果、観測点を増やすことで、正確度と精度が向上し、かつ、
同じ正確度と精度であればより短い時間の計測で予測を出すことが可能であることを定量的に
明らかにした。 

 

 

 

観測波形を用いた津波予測には断層シナリオに基づくデータベース方式など様々な方法が提
案されているが、本研究では、津波の観測波形から時間を逆向きに遡って津波発生時点の水位
分布（津波波源）を推定する「逆解析」（図 2）と、津波波源を初期値として時間を前進させる
「順解析」を組み合わせて行う手法を用いた。この方法は、事前に与えるシナリオに依存しな
いために、未知の断層や、地すべりなど事前に想定が困難な問題にも適用可能であるほか、解
析過程で初期値が得られるために観測点の無い地域への予測の展開も可能という利点がある。
一方で、予測計算を観測後に行う必要があり、順計算の高速化が必要というデメリットがある。 

 

図 1 正確度と精度の概念図 



 

図 2 津波波源逆解析の概要。（a）津波の波源と想定される領域を小領域
に区分。（b）小領域の一つに含まれる海面を単位量（例えば 1m）上昇させ
て津波の小波源とし、津波伝播シミュレーションを実施し、各観測点におけ
る津波の時系列波形データを記録する。小領域を変えながら何度もシミュレ
ーションを行い、津波波形のデータベースを作成する。（c）行列形式で表し
た波形逆解析の問題設定。津波波形データベースの線形結合が実際の観測デ
ータを再現できるように、係数ベクトル（各要素は小領域の津波高さを表す）
を推定する。 

 

本研究では逆解析手法の現地適用性の検証と、遠地津波予測への適用時に問題となる順解析
の高速化を実施した。逆解析手法の現地適用性の検証では、階層ベイズモデルに基づく最新の
逆解析手法を、東京湾内の港湾の浸水予測に適用し、その有効性を３つの想定津波に対して検
証した。また、順解析手法の高速化では遠地津波波形の高精度計算プログラムを MPI に対応
させることで、並列計算機を用いた高速計算が可能となるように改良し、精度を維持したまま、
予測情報提供に活用可能な時間で計算を可能とした。 

 

 
４．研究成果 
 
（１） 階層ベイズモデルを用いた津波浸水予測手法の現地適用性の検証 
内閣府の首都直下地震モデル検討会において作成された元禄関東地震（Mw8.5），延宝房総沖地
震（Mw8.5），および南海トラフの巨大地震モデル検討会において作成された南海トラフ地震
（Mw9.1）の 3つを想定津波とし、これらの想定波源を初期値として津波伝播浸水シミュレーシ
ョンを行い浸水分布および各観測点の波形データを算出した。これらを真値として、開発手法
の精度検証を実施した。検証では、想定津波、観測時間が異なる 12パターンの津波波源逆解析
を実施し、推定波源の事後確率密度分布を算出した。さらに浸水予測において顕著となる非線
形性を再現するため、推定された確率密度分布から 100 個の津波波源をランダムサンプリング
し、それぞれを初期値として非線形性を考慮した津波浸水伝播シミュレーションを実施するこ
とで、浸水の確率密度分布を算出した。確率密度分布の算出により、正確度と精度に関する情
報が得られる。代表的な結果を図 3、4に示した。ここでは、予測精度の指標として、95％タイ
ル信用区間を示している。ここに示すように、地震発生 10 分後には横須賀港・横浜港・東京港・
千葉港・木更津港に来襲する波形を高い正確度かつ高い精度で予測できれていることがわかる。
さらに、非線形性が強く、より予測が困難な浸水についても、3 つの地震いずれであっても地
震地震発生後 45 分間の観測データから浸水面積を非常に高い精度で予測できることがわかっ
た。こうした面的な情報は発災時の緊急対応を効率的に行うことに役立つものと考えられる。
なお、短時間観測による予測では波形の精度にくらべて浸水の予測が過小となる傾向が強い点
には注意が必要である。この部分の不確実性を的確に把握し、不確実性の幅を低減することが
今後の課題である。 
 



 

図 3 横須賀港・横浜港・東京港・千葉港・木更津港における南海トラ
フ巨大地震（ケース 1）時の想定津波波形とナウファスおよび海底津波
計の観測データから予測される波形。それぞれ推定に用いる観測データ
の長さを 5、10、20 分（橙色の線で表示）と変えたものを示している。
赤線は予測計算時間に要する時間を 3 分とした場合の予測完了時間の目
安。 

 

0

1

5 10 20 45

予
測
浸
水
面
積
　
/
　
想
定
浸
水
面
積

観測時間（分）

延宝房総沖地震延宝房総沖地震

元禄関東

南海トラフ巨大地震

地震による違い(東京港、GCA_BS)

 

図 4 東京港における地震毎の浸水予測精度 

 

 

 
 



（２） 津波伝播順解析モデルの MPI を用いた高速化 
 

逆解析で得られた津波波源は、波源から遠く離れた地域に伝播する津波、いわゆる遠地津波
の予測にも活用が可能である。近年遠地津波の波形予測に用いられる順解析のプログラムは大
きく精度が向上している。それは、海水の圧縮性・地殻やマントルの弾性変形・地球の重力場
の変動、波の分散性などを考慮することの重要性が明らかになったためである。これらの効果
を再現可能とすることで、長時間にわたって高精度に津波波形を推定できる計算コードを開発
した（図 5）。しかしながら、十分な推定精度を確保するには太平洋全域を 3km程度の解像度で
計算する必要があることが判明した（図 6）。 

 

図5 2011年東北地方太平洋沖地震津波の遠地津波波形予測実験の結果 
海水の圧縮性など種々の効果を考慮することで波形の予測精度が顕著に
向上することが確認できる。 

 

 

図 6 計算格子サイズが遠地津波波形に及ぼす影響 

 

 
初期の開発計算コードでは、この解像度の計算を実行するのに再現時間の 9.1倍の計算時間

を必要とし、予測に用いることはできなかった。そこで計算コードの並列化を実施した。MPI
による並列化により、計算効率を大幅に向上させることに成功し、5 ノード 80 コアの並列計算



機を用いた実験では、再現時間の 0.4倍の時間で計算を実行することができた。計算コードは
より高並列の計算機にも対応しており、さらなる計算時間の短縮も可能である。これにより、
開発した高精度津波順解析モデルを実際の遠地津波の長時間波形予測に活用するための技術的
な課題を克服することができた。 
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